




調査､ 2005)｡ このような状況のなかで､ こうした多くの心の病気による休職者を､ 職場に再び復職さ
せ､ いかにスムーズに再適応させることができるかは､ 産業臨床における非常に重要な課題となってき









2003年から2005年の間に､ 社員の心の病気が増加していると回答している事業所は､ 58.2％ (2002年
度の調査では48％) である｡ その回答の中でも､ 心の病気のうち最も多い疾患はうつ病 (気分障害) で
あると回答している事業所は､ 85.8％ (2002年度の調査では72.3％) もある｡ また､ 心の病気による一
ヶ月以上の休職者のいる事業所 (3000人以上) は95.5％であり､ ほとんどの大きな規模の事業所には心
の病気による休職者がいるという厳しい実態が浮かびあがっている｡ 心の病気による休職者の平均休職










中でも30歳代が36％と最も多くを占めている｡ ちなみに40歳代は22％である｡ このように､ 近年では30




このように､ 心の病気に罹患し､ その治療に専念するために休職するケースの増加は､ 結果その後再
び職場に復職する人も増加しているということになる｡ 労働者のメンタルヘルスに関し､ これまでにな








厚生労働省が示したこの ｢事業場における労働者の心の健康づくりのための指針｣ には､ ｢心の健康
づくり計画｣ に基づき､ ４つのステップに分かれたケアを行なうことを推進することが述べられており､
４つのステップとは次のとおりである｡
① セルフケア－労働者自身が自らのストレスに気づき､ 適切なストレスに対する対処を行い､ スト
レスマネジメントに努め心の健康管理を主体的に行なうこと｡
② ラインケア－管理監督者が職場の労働環境を整備し､ 労働者の相談に直接のることなど､ メンタ
ルヘルス不全の予防を行なうとともに､ 職場で早期発見､ 早期対応を適切に行なうこと｡
③ 事業所内産業保健スタッフによるケア－産業医､ 保健師､ 看護師､ カウンセラ－などによって専
門的なケアを行うこと｡
④ 事業場外の資源によるケア－外部の専門病院､ 専門機関､ EAP などによって専門的なケアを行
なうこと｡
これらの４つのケアはメンタルヘルス施策として､ いずれも重要な役割を果たすが､ 現在最も重要視






められる｡ こうした厚生労働省の指針に基づき､ 現在多くの事業所では､ メンタルへルスの教育研修を

















行い､ そのルールに従って労働者､ 管理監督者､ そして外部の専門家である主治医との連携をうまく図
りながら､ 心の病気によって休職した労働者の職場復帰支援に取り組むことが期待されている｡
この職場復帰支援の手引きでは､ ５つのステップが示されている｡ この５つのステップは､ それぞれ













の管理監督者に提出することから始まる｡ そして､ その後主治医の診断書は､ 管理監督者から人事労務
管理者のところへ提出されるが､ そこだけに留まることなく､ 同時に産業保健スタッフ (カウンセラー
を含む) も､ 休職する予定の労働者の情報を共有することが大切であると考える｡ なぜなら､ 休職する
産業臨床における休職・復職支援とカウンセリングの機能
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[事例] Ｓさん (40歳､ 男性､ 既婚､ うつ病による休職)､ ｋさん (28歳､ 男性､ 独身､ うつ病によ
る休職)､ Ｏさん (36歳､ 男性､ 既婚､ うつ病による休職)
休職中のカウンセリングに見られる休職者の共通の心理特性
 自尊感情が低下する－否定的な自己概念を抱きがちで､ 自分は休業してダメな社員だ､ 落伍者だ
と自らを自己卑下し､ 自己概念､ 自己評価が非常に低くなりがちである｡ そのため､ 労働者とし
ての自分に対する自信を失いがちになり､ ますます抑うつ気分に陥る｡
 職場の人達や会社に大変な迷惑をかけて申し訳ないという自責の念が強い｡ 休職により職務を担
当できなくなり､ その分を職場の上司､ 同僚､ 後輩に大きなしわ寄せが及び､ 多大な迷惑を周囲
にかけているという思い込み､ 捉え方が非常に強い｡ そのため､ 休職中も精神的に落ち着かず､
不安定で､ いつまでも自責の念から解放されないため､ 抑うつ気分が持続しがちである｡
 今後のキャリアに関する不安が強い－これまで入社以来努力を重ね､ 順調にキャリアを形成して
きた自分が､ 思いもかけず心の病気で休職したことにより､ 会社､ 上司からマイナス評価が与え
られるのではないか｡ それによって､ これまで築いてきた業績､ キャリアも意味がなくなり､ 休
職が今後の自分の昇格､ 昇進にマイナスの影響を与えることを懸念し､ 休職中に将来のキャリア
に対する強い不安や葛藤に駆られる｡
 病気の治癒に対する不安が強い－この心の病気は､ 果たして本当に治るのだろうか｡ そして､ ま
た元のように元気で積極的に働き､ 評価される自分に戻ることができるのだろうかという不安が
強い｡
 休職中に家族､ 近隣に気兼ねをする－休職者が家で休養するといっても､ 狭い集合住宅に居住し､
幼い子ども達が家におり､ ゆっくり休養することがなかなか困難な住宅環境である場合が多い｡
休職中は､ 隣近所への気兼ねもあり､ 昼間は気軽に外出して散歩をすることも控えるような状態
で､ かえってこうした環境のなかでストレスを増悪する事例もある｡ また､ 何もせず家でゴロゴ
ロしている夫や父親の病状に理解がなく､ 家族から否定的な言葉や感情 (怠けている､ だらしが
ない､ 弱気である) を投げかけられる事例もあり､ 休職中に家族との関係に問題が発生すること
も珍しくない｡




復を遅らせ､ 休職期間が長期化し､ 復職に対してもマイナスの影響が存在することは明らかである｡ し





たことで､ 管理監督者としての責任を強く感じ､ 自責の念を抱き､ 自分は管理監督者として十分に機能
していなかったのではないかと､ 管理監督者自身が自信を失う事例もある｡ このため､ 管理監督者への
心のケア､ 問題解決支援においても､ カウンセリングが機能することが望ましいと考える｡
また､ 休職中の部下にどのように接したらよいか､ についても管理監督者には分からないこと､ 不安









働者の了解を得て､ 主治医とも連絡をとり､ 休職中のケアについて､ 主治医の意見やその後の労働者の
病状､ 回復状態を聞き管理監督者に対する指導に活かすことも必要である｡
[事例] 休職中のＫさん (28歳男性､ 独身､ うつ病による休職) の上司の対応
Ｋさんの事例は､ 会社からの依頼で筆者が休職中のｋさんのカウンセリングを担当することからスター
トした｡ ｋさんは優秀であったため､ 社内の短期プロジェクトにスカウトされ､ 一番若いメンバーとし
て期待され非常にハードに働いていた｡ 周囲からの期待に一生懸命応えようとがんばり､ 強いプレッシャー
を感じていた｡ 常に能力以上の責任を与えられ､ 必死で背伸びして目標を達成しようとがむしゃらに長





の若い社員は､ カウンセリングで次のような不安を訴えていた｡ すなわち､ 自分は抑うつ状態となり､















て､ 労働者の不安や孤立感を和らげることができると考えている｡ その結果､ 休職中の治療経過や復職
プロセスにもよい影響を与えることができる｡
労働者の中には､ 休職中に抑うつ状態から心がネガティブな方向へ大きく揺れ動くことも多い｡ 例え










効果的である｡ 集団による認知行動療法 (集団認知療法) を､ 休職中の労働者の治療に積極的に取り入













[事例] Ｆさん (35歳､ 女性､ 既婚､ うつ病による休職３ヶ月､ その後復職)
この事例では､ うつ病で休職していた休職者の上司が､ 主治医からの復職診断書を見た後に､ 休職者
の病名はうつ病であると､ 職場の同僚や後輩にあけすけに話したため､ 休職者の女性社員はうつ病とい
う病名を上司が職場の同僚に明らかにしたことに対し､ 非常にショックを受けた｡ その後､ 職場での心
の病気に対する偏見を強く心配し､ その不安から復帰直前で症状を再発し､ 結局､ 復帰がだいぶ遅れて
しまった｡ 病名は個人情報であり､ 不注意に口外することなく慎重な扱いが必要であることはいうまで






ことも多い｡ そのため､ この主治医からの診断書だけでは職場復帰は､ 必ずしも決定できないこともあ
る｡
すなわち､ 職場復帰の可否は労働者側の評価だけではなく､ 復帰する労働者の職場環境の評価との組
み合わせで慎重に判断されなければならない｡ 可否の判断にあたっては､ 労働者本人､ 管理監督者､ 人























復職にあたり､ これらの業務遂行能力を評価するために､ リハビリ出勤制度を実施し､ 労働者の職場
復帰の可否の判断の参考にしている事業場も増えてきている｡
復職支援のカウンセリングにおける行動計画では､ 復職前に労働者に通勤時間帯に通勤を経験させた
り､ 出勤時間に図書館へ通い､ 図書館で読書をしたり､ また､ パソコンで書類を作成する作業などのプ
ログラムを実施し､ 復職後どのくらい日常業務に適応できてきるかどうか､ またその時の疲労度､ 疲労
回復度はどうかなどを､ 実行に移しながら労働者とともに細かく記録をつけ､ 復職へ向けてのリハビリ
を具体的に支援していく｡ これまで､ しばらく休職していた労働者にとっては､ たとえ軽作業でもすぐ
に疲労し､ 継続することが困難である場合も少なくない｡ また､ この時点で家族から家庭での生活の様
子などの情報が得られる場合には､ 労働者の状態を評価する上で重要な情報となるだろう｡ 復職前に一
度家族も一緒に集まり､ 家族カウンセリングを実施し､ 家族の支援を要請することも必要と考えている｡
一方､ 職場の評価においては､ 職場の作業環境管理についての情報､ 特に仕事の質､ 量､ 作業時間の
管理方法などについても情報を収集しなければならない｡ また､ 配置転換､ 異動､ 役割の変化などの影
響や職場の人間関係に問題がないかなども情報を収集し､ 検討する必要があるだろう｡
[事例] Ｓさん (40歳､ 男性､ 独身､ うつ病による休職､ 休職期間約６ヶ月)
症状の回復とともに､ Ｓさんは次第に復職意欲が出てきて､ 休職５ヶ月過ぎた頃から､ 主治医に対し
ても復職の希望を示すようになった｡ 休職中のカウンセリングを月に２回担当していた筆者も症状の回








・課題の文書 (新聞の記事､ 雑誌の記事) の内容､ 要旨を把握し､ 要点をまとめ・整理し､ パソコン
で文書にまとめる
これらを､ 段階別に少しずつ実行に移し､ その時の疲労度､ 疲労の回復度､ 抑うつ気分などをノート
に細かく記録してもらい､ 職場への復職に向けてのリハビリを実行する｡ 決して､ 焦らず無理をせず､
少しずつ実行し､ 一緒に進捗状況を話し合いながら､ 自信をつけることをねらいとする｡ 復職直前には､
毎日､ 通常勤務と同じ時間帯の通勤や作業を連続して試行して､ 疲労度をチェックすることなどが大切
だろう｡
また､ Ｓさんは独身のため､ 同居をしている両親に休職中に一度と復職時に一度､ カウンセリングルー


















限らない｡ なぜならば､ 労働者が復職する時に､ 復職する場合の担当業務について主治医がきちんとど
こまで理解した上で､ 復職可としたかどうかが不明であるからである｡ 主治医の判断は､ 症状の回復を
基準に復職可の診断をしているに過ぎない｡ そのため､ 産業医は労働者の職場での職内容を考慮し､ 職
場復帰の可否を主治医とは異なる観点から再度診断することが必要となる｡
すなわち､ 産業医の専門性とは､ 職場を巡視し､ 安全衛生委員会などに出席し､ 業務の内容を熟知し
た上で､ その業務内容と健康､ 疾病に及ぼす影響を適切に判断して､ 復職の可否を判断することにある
からである｡ 病気に関する専門的知識 (特に心の病気) は当然専門医がもっているが､ 復職に関する専
門性は､ 職場を熟知している産業医がもっていると考えるのが一般的である｡ 特に事業所の産業医は､
精神科医とは限らず､ 筆者の見る限り､ 業態により外科医､ 内科医､ 整形外科医などが産業医を務めて
いる事業所も多い｡




その後､ 復帰の可否の判断と復帰プランにもとづいて､ 最終的には事業場が復帰を決定し､ その手続
きを行なうことになる｡ 職場復帰プランは､ 復帰の各段階において､ その都度､ 柔軟に状況に対応して
変更することが望ましいだろう｡ また､ 復職後も治療を継続しフォローする上からも､ 就業上の配慮に
ついては､ 労働者を通して主治医にも知らせることが必要であると考える｡





ことは､ 復職時の非常に大切な問題となる｡ 職場の態勢を整え､ 担当する具体的な職務内容に関しても､





じる｡ フォロ－アップにおいては､ 復職後の通院・治療の状況､ 症状の再燃の有無､ 職場での業務遂行
能力や勤務の状態､ また､ 復職当初の就業上の配慮の履行状況などについて詳しく調べる必要があるだ
ろう｡ これらのなかで､ 何か問題が発生しているならば､ 早急に関係者が対応することが必要である｡
特に､ 復職後は休職中以上にカウンセリングの役割は重要であると痛感している｡ 筆者の事例でも､




プによる直接的支援は不可欠である｡ また､ 復職後何かあれば気軽に何でも (弱音をありのまま吐く､
不安な気持を訴えることなども含め) 相談できる人､ 相談できる場所が存在していることが､ 労働者の
心の拠り所として機能し､ 心理的サポートとして大切な役割を果たす｡
[事例] Ｋさん (28歳､ 男性､ 独身､ うつ病による休職)
治療後､ 約３ヶ月の休職を経て､ 職場復帰を果たしたＫさんは､ 休職前のハードだったがやりがいの
ある職務からはずされて､ 会社の配慮により､ 復職後非常に簡単な単純業務の担当になった｡ 復職後の
仕事は確かに楽で以前の職務の負担と比較すると格段に軽減され､ 復職後のＫさんにまったく負荷のか
からない楽な業務であった｡ しかし､ それがかえって､ Ｋさんを落ち込ませた｡ 他の人と比較し､ この
ような単純業務担当になった自分自身に対し､ 自己評価を下げ､ 自尊感情が傷つき､ しばらくすると会
社へ行く意欲を次第に失い､ ２週間目から時々会社を休むようになった｡ カウンセリングの中でなぜ休
むようになったのかと尋ねると､ 次のような返事が返ってきた｡ ｢復職後､ 自分に与えられた一週間の
業務は３日あればできてしまう程度で､ 会社へ行っても結局やることもなく､ 暇で､ 他の人が忙しく飛
び回って働いているのを見るのが､ とても辛くなる｡ ３日出て､ やることをやって､ あとは休んでしまっ
た方が気持ちが楽です｡ 上司に仕事をもっと与えくださいと訴えても､ 復職後なので､ しばらくはその
ままで｡ というだけで､ 自分の今後に見通しがつかず､ とても不安な気持ちになった｣ と筆者に訴えて
いた｡
カウンセラーは､ 辛い気持ちを受容しながらも､ 焦らないこと､ 与えられた簡単な作業をこなすこと､
休まずに勤務することが今は何よりも大切であることを話しあったが､ こうした事例から言えることは｡
余りに軽減された単純作業を与えることも､ 復職者のプライドを傷つけ自尊感情を落ち込ませ､ 逆効果
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になる要素があることは､ 十分に気をつけなければならいないことだろう｡ よって､ 繰り返すが､ こう
した事例からも､ 復職後はきめ細かなフォローが必要であることはいうまでもない｡ また､ 復職後の担
当業務については､ 事業所は本人とよく話し合い､ 事前に本人も納得し､ しばらくの間､ 慣れるまでの
一時期として担当するのであることを理解させる必要があるだろう｡
４. 復職支援におけるキャリアカウンセリングの役割
職場復帰は､ その後のスムーズな復職をするために､ 休職前の職場に復帰すること､ すなわち現職復
帰が基本となる｡ 復職後に新たな職場に配置転換となり､ 新たな人間関係や仕事に慣れていくことは､
多様なストレスがかかり､ 復職後の労働者には過重な負担がかかると考えられるからである｡
しかし､ 心の病気から休職にいたる過程において､ その職場環境 (特に上司や先輩との人間関係を含
む) そのものに原因が存在している場合や､ 職務内容や職務の過重負担などが原因となっている場合に
は､ 一律に元の職場に復帰するのではなく､ 配置転換をすることが必要と考えられる｡ 特に､ 自殺未遂､
遁走などがあった場合などには､ 配置転換の配慮が求められるだろう｡
しかし､ 復職者をどこに配置転換を行い､ 新たにどのような職場で､ どのような職務を担当するかは
本人の将来のキャリア形成にとっても､ 事業所の人材育成､ 人的資源管理の視点からも相互に重要な問
題であることはいうまでもない｡ そこで､ 大切なことは､ 復職時のキャリアカウンセリングの果す役割
である｡ 心の病気から休職にいたる過程を十分に聴き､ そのつらい経験を共感しながらよく受容した上
で､ これまでの休職前のキャリア形成とそのプロセスを聴き､ 本人のキャリアを理解する｡ そして､ キャ
リアカウンセラーは､ これまでの職務経験から得たスキルや知識､ 経験を振り返り､ 復職する予定の労
働者の強み (弱み､ 欠けているもの)､ 専門性､ 経験を聴取し､ その上で､ 復職後のキャリア形成の方
向性について一緒に考えることが必要である｡ 必要に応じて､ アセスメントも行い､ 再度客観的な視点
から自分自身を洞察させ､ 復職後のキャリアの方向性に関する意思決定を支援することがキャリアカウ
ンセラーの役割である｡
NCDA (National Career Development Association) は､ 1991年キャリアカウンセリングを次のよ
うに定義している｡ ｢個人がキャリアに関してもつ問題やコンフリクトの解決とともに､ ライフキャリ




も､ 職場・事業所のためにも重要な役割を果すと考える｡ しかし､ 現在事業所内にキャリア相談室や専
門のキャリアカウンセラーがおり､ 機能している事業所､ 組織は非常に少ない｡ 従って､ 今後の課題と
して､ 復職時に労働者がキャリアカウンセリングを受け､ 復職後の適正な配置と担当職務､ そして今後
のキャリア形成とその方向性について支援が受けられるような､ インフラの整備をすることが必要であ
ろう｡ 一方で､ キャリアカウンセラーも､ 社内の職場とその労働環境､ 職場事情をよく理解した上で､








復職にあったての事業所内ルールの正しい理解､ その進め方､ 手順や休職､ 復職する本人をめぐる関係
部署､ 主治医や産業医､ 産業保健スタッフ､ 上司､ 加えて家族などの関係者との､ 協働・連携が必要に
応じて上手にとれるかどうかが､ 成功の鍵を握っている｡ カウンセラーとして､ どのように機能するか
は､ 休職､ 復職する本人とカウンセラーの関係だけでは､ 効果的に進行しないことは明らかである｡ ま
た､ メンタルなケアを中心とするカウンセラーとキャリア相談を主とするキャリアカウンセラーが別々
に存在している場合の連携も欠かせない｡ 相談者に了解を得た上で､ 相互に情報を密に交換し合い上手
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